力学を用いた経営組織モデルの実用性に関する考察 : 市場と組織の共振に関する研究　第４報 by 三浦  吉孝
－ 39－
経営・情報研究No. ７（2003）
［研究論文］
力学を用いた経営組織モデルの実用性に関する考察
～市場と組織の共振に関する研究　第４報～
三　浦　吉　孝
A Practical Consideration on the Organizational Models
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－The 4th Report of the Study on Resonance between Market and Organization－
Yoshitaka Miura
　本論では、既に提示した3つの組織モデル（フローモデル、ストックモデル、共振モデル）の実用
性に関する考察を行う。まず、単位系に関する整合性の議論を行い、次に、財務分析として広く用い
られている比率分析との比較として、フローとストックの複素数表示と実数表示を用いた再定義を行
う。さらに、プロダクト・ポートフォリオ・マネジメント（ＰＰＭ）の各セグメントついて共振モデ
ルの変数を用いた再記述を試みる。
In this paper, we examine the practical ability of three organizational models (flow model, stock model,
resonance model) already reported. First, we discuss on the consistency of the unit system, next, as a
comparison with Ratio Analysis Method which is widely used for the finance data, we re-define each index
of Ratio Analysis Method by complex number and real number of flow and stock. Furthermore, we re-
describe the each segment of Product Portfolio Management (PPM) with the parameter of resonance model.
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Ⅰ　はじめに
　本研究の目的は、組織活動を投資と回収からなる周期運動であると仮定し、経営システムを組織内
部のフローとストックによって明確に定義し、市場と組織の共振現象といった概念を導入することで、
組織活動の利益と成長に対して定量的な説明を試みることである。
　既に、第１報の共振モデル［１］では、市場と組織の関連性のなかで共鳴・共振現象に着目し、市場
速度と組織速度が一致するときに、共振現象が発生し売上高が伸びるとする共振モデルを提示し、電
気・化学・食品業界のデータによってその妥当性を確認した。
　第２報のフローモデル［２］では、組織を一種の投資案件と捉え、組織活動の基本運動を投資・回収
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とし、そこからの派生として、資源管理・財務・研究開発・生産・販売といった価値連鎖を想定した。
その上で、投資・回収のフローを正弦波周期運動として定式化し、価値連鎖の各フローを導関数群と
して記述するフローモデルを提示し、大手電気企業の損益計算書のデータによって計算値と実績値の
一致性を確認した。
　第３報のストックモデル［３］では、組織活動のストック領域を将来に向けた準備領域と捉え、資産
を保存力と想定した上で、資産、資本、負債、利益といったストックファミリーを、将来便益と貸借
を軸とする平面におけるベクトルを辺とする「力の多角形」として定式化し、大手電気企業の貸借対
照表データを用いて検証を行った。
　本論では、これら３つのモデルの実用性に関する考察として、まず単位系に関する整合性の議論を
行い、次に、財務分析として広く用いられている比率分析との比較として、フローとストックの複素
数表示および実数表示を用いて、比率分析の各指標の再定義を行う。さらに、プロダクト・ポートフォ
リオ・マネジメント（ＰＰＭ）の各セグメントについて、共振モデルの変数を用いた再記述を試みて
いく。
Ⅱ　フローモデル、ストックモデル、共振モデル
2.1　フローモデル
　ここでは、３つの組織モデルで扱う各変数を概説する。フローモデル［２］では、投資と回収からな
る正弦波運動を組織の基本運動と仮定し、この運動を回転ベクトル X（ｔ）に置き換え、X（ｔ）＝Ｘ cos
ωｔ ＋ j Ｘ sinωｔ ＝ Ｘｅ jωｔと定式化し、投資回収の速度を下式とした。
　その上で、資源管理・財務・研究開発・生産・販売といった価値連鎖を、基本運動から派生した運動
として捉え、基本運動のフローＸｅjωｔ の時間に関する導関数群として、以下のような定式化を行った。
組織速度ω＝（ 研究開発費 ／ 売上高 ）１／２ （２－１）
営業利益のフロー（基本運動）　　　　　　　　　　　　Ｘｅ jωｔ （２－４）
　　（研究開発）
特別利益のフロー　　　　X（ ｔ ）＝（ j ω）２ Ｘｅ jωｔ  ＝ ω２ Ｘｅ j（ωｔ＋π） （２－２）
　　（資源管理）
営業外利益のフロー　　　X（ ｔ ）＝　jωＸｅ jωｔ　　＝ ωＸｅ j（ωｔ＋π／２） （２－３）
　　（財務活動）
売上高総利益のフロー　∫X（ ｔ ）ｄｔ ＝　      Ｘｅ jωｔ  ＝      Ｘｅ j（ωｔ－π／２） （２－５）
　　（生産活動）
売上高のフロー　   ∫（∫X（ ｔ ）ｄｔ）ｄｔ ＝              Ｘｅ jωｔ  ＝        Ｘｅ j（ωｔ－π） （２－６）
　　（販売活動）
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図 ２－１、図 ２－２ は、上記のフローファミリーを図示したものである。
2.2　ストックモデル
　ストックモデル［３］ では、現時点での資産購入によって将来時点での回収を見込む将来便益性と、
投資回収の周期運動との類似性に着目し、合わせて、貸借対照表を力の貯蔵庫とするSchmalenbachの
学説［７］を参考とすることで、資産を、周期性を有した保存力として捉え、ストックファミリーを各
フローと比例定数の積として、以下のように定式化した。
 　これらのストックベクトルは、フローベクトルの方向と同一であり、ベクトルの終点に次のベクト
ルの始点を合わせることで、図２－３ のように、ストックファミリーが「力の多角形」として釣り合っ
ていることを示した。
剰余金 Fｃ　＝　ｃ 　　X（ ｔ ）　＝　ｃ jωＸｅ jωｔ （２－９）
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図2-1　時間領域におけるフローファミリー 図2-2　フローファミリーの複素ベクトル表示
　資産 Fｋ　＝　ｋ X（ ｔ ）　　   ＝　ｋ Ｘｅ jωｔ （２－７）
　資本 Fｍ　＝　ｍ  　　X（ ｔ ）　＝　ｍ（－ω２Ｘｅ jωｔ ） （２－８）
　負債 Fｄ　＝　ｄ ∫ X（ ｔ ）ｄｔ ＝　ｄ　　Ｘｅ jωｔ　               （２－１０）
図2-3　ストックファミリーのベクトル表示
資産力 Fk ＝ｋＸｅjωｔ
資本力 Fm ＝－mω 2Ｘｅjωｔ
余剰金力 Fc  ＝ c   jωＸｅjωｔ
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2.3　共振モデル
　共振モデル［１］では、組織の投資回収速度を組織速度ωとし、業界全体の投資回収速度の平均値を
市場速度ωoとして設定し、資本増減、運用収益、利益拠出、投資、利益といった各構成要素を用い、
それらの力のつりあいから、次式のような定式化を行った。
　図２－４は、（２－１２）式を図示したもので、入出力倍率＝売上高／営業利益 と、組織と市場の速度比
ω／ωoを軸とする平面で表した。組織速度ωと市場速度ωoが一致する時に共振現象が発生し売上高が
伸び、また、大きな利益拠出によって売上高が抑制されるといった特性を有することを示した。　　
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図2-4　共振モデルの振る舞い
資本増減 ＋ （－運用収益＋利益拠出）　＋ 　 投資     ＝　  利益 （２－１１）
ｍ　　　 ＋  ｃ　　　＋  ｋｘ＋βｘ３  ＝　Fo  sinωoｔ （２－１２）
ｄ２ｘ
ｄｔ２
ｄｘ
ｄｔ
－ 43－
経営・情報研究No. ７（2003）
Ⅲ　単位に関する考察
　この章では、基本単位を［金］、［人］、［時間］と仮定した上で、いままでに議論してきたフローモ
デル、ストックモデル、共振モデルにおける各変数を、基本単位の組合せに分解し、次元の整合性を
確認していく。
　
3.1　力学で用いられる単位
　一般に、物理量は「純粋の数」と「単位」の積で表される。そして、ある物理量を規定するには、
その量と他方の量の、２つの量の「比」を用いて表す必要がある。一方の量を固定することが便利で
ある場合には、それを単位として扱い名称や記号を与えることができる。物理量には非常に多くの種
類があり、それらすべてに単位を与えることも可能であるが、不必要に多くの単位を作り出すことは
避けるべきであるから、基本単位を以下の７つの物理量とすることが定められている。すなわち、［長
さｍ］、［質量Ｋg］、［時間ｓ］、［電流Ａ］、［温度Ｋ］、［光度ｃｄ］、［物質量ｍｏｌ］である。なお、物理
学の対象が広がり、新しい現象を説明する場合には、これ以外の基本単位が追加されることも、当然
ながら想定されている［４］。
　多くの単位は、上記の基本単位を組み立てることで作られる。つまり、下式のように、基本単位の
べき乗数の積によって記述される［５］。なお、ｘi は正負の整数とする。
　この記述法を用いるならば、面積は、ｘ１＝２、ｘ２＝ｘ３＝ｘ４＝ｘ５＝ｘ６＝ｘ７＝０であるが、べ
き乗数がゼロの基本単位は必要がないため省略するのが一般的でり、力学では、［長さｍ］、［質量Ｋg］、
［時間ｓ］のみが用いられている。
　以下では、力学で用いられる物理量の中で、本研究に関連のある量、すなわち、速さ、加速度、力、
ばね定数について次元式［６］ を確認していく。
　速度は、距離を時間で除した量、あるいは、距離を時間に関して１階微分したものであるから、
ｘ１＝１、ｘ２＝０、ｘ３＝－１であり、次元式は下式となる。
　加速度は、速度を時間で除した量、あるいは、距離を時間に関して２階微分したものであるから、
（３－２）式の［速度］に対して［時間］のべき乗数がひとつ減じる。
　力は、質量と加速度の積で定義されるから、（３－３）式に対し［質量Ｋg］が追加される。
　ばね定数は、ｋ＝Ｆ／ｘで表されるので、 （３－４）式に対し［長さｍ］の次元が減じる。
［ｍ］ｘ１ ［Ｋg］ｘ２ ［ｓ］ｘ３ ［Ａ］ｘ４ ［Ｋ］ｘ５ ［ｃｄ ］ｘ６ ［ｍｏｌ］ｘ７ （３－１）
［ｍ］１ ［Ｋg］０ ［ｓ］－１ （３－２）
［ｍ］１ ［Ｋg］０ ［ｓ］－２ （３－３）
［ｍ］１ ［Ｋg］１ ［ｓ］－２ （３－４）
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　以上の議論から、本研究と関連のある力学の各変数の次元を、表３－１に示す。
表3-1　力学の単位系
3.2　組織モデルで用いる単位
　経営現象を扱う単位としては、経済学ではフローやストックを用い、会計学では資産や利益など、
「金」を用いて記述している。また、一般的に、経営資源は「人」、「物」、「金」、「時間」が挙げられる
が、「物」は資産であり、「金」への置き換えが可能であることから、本研究では、「金」、「人」、「時間」
を基本単位として設定し、議論を進めることとする。これにより、経営現象は、［金ca］、［人man］、
［時間dy］のべき乗数の積として、以下のような次元式によって記述が可能となる。
　この記述法においては、組織活動の速度は、［長さｍ］に相当する［金ca］を時間で除した量、あ
るいは、［金ca］を時間に関して１階微分したもので表され、次元式は下式となる。
　また、組織活動の加速度は、［速度］を時間で除した量、あるいは、［金ca］を時間に関して２階微
分したものであるから、（３－７）式に対して［時間dy］が一つ減じた次式となる。
［ｍ］０ ［Ｋg］１ ［ｓ］－２ （３－５）
［ca］ｘ１ ［man］ｘ２ ［dy］ｘ３ （３－６）
［ca］１ ［man］０ ［dy］－１ （３－７）
［ca］１ ［man］０ ［dy］－２ （３－８）
量 量の記号 単位の名称 単位の記号 関係式            次元式
長さ ｘ ﾒｰﾄﾙ ｍ 基本単位 ［ｍ］１［Ｋg］０［s］０
質量 ｍ ｷﾛｸﾞﾗﾑ Ｋg 基本単位 ［ｍ］０［Ｋg］１［s］０
時間 ｔ 秒 s 基本単位 ［ｍ］０［Ｋg］０［s］１
速度 ｖ（ｘ） － － ｖ＝ｘ／ｔ ［ｍ］１［Ｋg］０［s］－１
加速度 ａ（ｘ） － － ａ＝ｖ／ｔ ［ｍ］１［Ｋg］０［s］－２
Ｆ＝ｃｘ
力 Ｆ ﾆｭｰﾄﾝ Ｎ Ｆ＝ｍｘ ［ｍ］１［Ｋg］１［s］－２
Ｆ＝ｋｘ
周波数 ω ﾍﾙﾂ Ｈｚ ω＝√（ｋ／ｍ） ［ｍ］０［Ｋg］０［s］－１
ばね係数 ｋ － － ｋ＝Ｆ／ｘ ［ｍ］０［Ｋg］１［s］－２
減衰係数 ｃ － － ｃ＝Ｆ／ｘ ［ｍ］０［Ｋg］１［s］－１
減衰比率 ζ － － ζ＝ｃ／ｃｏ ［ｍ］０［Ｋg］０［s］０
.
.
..
..
.
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　力は、Ｆ＝ｍａであるから、（３－８）式に対して［質量］に対応する［人man］が追加される。
　以下では、この記述法を前提に、フローモデル、ストックモデル、共振モデルで用いられる各変数
の次元解析を行い、整合性を確認する。
3.2.1　フローモデルの単位
　この節では、フローファミリーの次元式を求め、次元的整合性を確認していく。
　投資回収の周期運動の中で回収側フローとして捉えられる営業利益は、Ｘｅjωｔ で表され、周期成分
であるｅ jωｔ を除くと、フローの次元は、基本単位の［金ca］のみとなり、下式で表される。
　財務活動のフローである営業外収益は、投資回収のフローより進み位相となり、時間に関する１階
微分のフロー ｄ／ｄｔ（Ｘｅ jωｔ）＝ωＸｅ j（ωｔ＋π／２） であり、周期と位相の成分であるｅj （ωｔ＋π／２）を除
くと、フローの次元は（３－１０）式に対して［時間dy］－１が乗ぜられる。
　資本活動に対応する特別利益のフローは、財務活動のフローよりさらに進み位相となり、２階微分
となるので、ｄ２／ｄｔ2 （Ｘｅ jωｔ）＝ω２ Ｘｅ j（ωｔ＋π）であり、周期と位相の成分であるｅj （ωｔ＋π）を除くと、
フローの次元は（３－１０）式に対して［時間dy］－２が乗ぜられる。
　売上高総利益のフローは、生産準備、一般管理費を含み、投資から遅れて派生するフローであるの
で、一種の遅れ要素と考えられ［７］、投資回収のフローの積分形として定式化し、∫Ｘｅ jωｔ ｄｔ ＝
（１／ω）Ｘｅj（ωｔ－π／２）、積分定数ｃ＝０で表される。周期と位相の成分であるｅj （ωｔ－π／２）を除くと、
フローの次元は（３－１０）式に対して［時間 dy］１が乗ぜられる。
　販売活動である売上高のフローは、売上高総利益のフローよりもさらに遅れ位相となり、売上高総
利益のフローの積分形となり、∫（∫ Ｘｅ jωｔｄｔ ）ｄｔ ＝（１／ω２）Ｘｅ j（ωｔ－π）、積分定数ｃ＝ｄ＝０で
あり、周期と位相の成分であるｅj （ωｔ－π）を除くと、フローの次元は（３－１０）式に対して［時間dy］２が
乗ぜられた下式となる。
　次に、組織速度の次元について議論する。組織速度は投資回収速度であるので、この速度を速める
には、研究開発投資の増額による並行開発や、タスクフォースのような組織の小型化が有効である。
この性質から、組織速度は、分子に研究開発投資を、分母に人数を置いたものに比例すると考えてよ
［ca］１ ［man］１ ［dy］－２ （３－９）
［ca］１ ［man］０ ［dy］０ （３－１０）
［ca］１ ［man］０ ［dy］－１ （３－１１）
［ca］１ ［man］０ ［dy］－２ （３－１２）
［ca］１ ［man］０ ［dy］１ （３－１３）
［ca］１ ［man］０ ［dy］２ （３－１４）
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い。また、一人当たりの売上高が一定であると考え、以下の関係式を導く。
　
　研究開発投資は基本フローとして扱うため、（３－１０）式から［ca］１［man］０［dy］０であり、売上高は
（３－１４）式から［ca］１［man］０［dy］２である。組織速度ωは下式のような関係となる。
　しかし、（３－１６）式では、ｘ
１
＝０、ｘ
２
＝０、ｘ
３
＝－２であり、速度の次元ではなくなる。これよ
り、次元的整合からも（２－１）式の組織速度ωの定義式に、平方根が付加されなければならないこと
がわかる。
3.2.2　ストックモデルの単位
　ここでは、ストックファミリーに含まれる比例定数の次元を求めていく。
　資産は、動的貸借対照表論［９］の「力の貯蔵庫」の概念から、“将来便益性というポテンシャルエネ
ルギーを保持した状態”と捉えられ、ばね力などの保存力を有する状態と考えてよい。この状態は、
ばね力F ＝ｋｘによって記述されるので、資産 Fｋを、将来便益に相当する比例定数ｋと投資フロー
X（ ｔ ）　の積として、下式のように定式化される。
　資産 F ｋは力の次元であるから、この次元式は、（３－９）式より、［ca］１［man］１［dy］－２であり、投資
フローX（ ｔ ）　は、（３－１０）式から、［ca］１［man］０［dy］０である。したがって、比例定数ｋの次元式を
［ca］x１［man］x２［dy］x３と置くと、次式のような関係になる。
比例定数ｋの次元は、ｘ
１
＝０、ｘ
２
＝１、ｘ
３
＝－２となり、次式を得る。
　資本 Fｍは、 比例定数ｍと特別利益のフローX（ ｔ ）の積として記述される。 特別利益のフローは、
X（ ｔ ）＝－ω２Ｘｅ jωｔ であるので、資本 F ｍを下式で定義した。なお、･･はｄ２／ｄｔ２、・はｄ／ｄｔを表す。
　資本 Fｍも力の次元であるから、次元式は資産と同様に、［ca］１［man］１［dy］－２であり、特別利益の
組織速度ω　∝　　　　　　　　　　∝ （３－１５）
研究開発投資
売上高
研究開発投資
人数
［ca］x１［man］x２［dy］x３　＝ （３－１６）
組織速度ω　≡ （３－１７）
資産 F ｋ　≡　ｋ X（ ｔ ）　＝　ｋＸｅ jωｔ （３－１８）
［ca］１ ［man］１ ［dy］－２　　＝　［ca］x１＋１ ［man］x２＋０ ［dy］x３＋０ （３－１９）
［ca］０ ［man］１ ［dy］－２ （３－２０）
［ca］１［man］０［dy］０
［ca］１［man］０［dy］２
研究開発投資
売上高
‥
資本Ｆｍ　＝　ｍ X（ ｔ ）　＝　ｍ（－ω２Ｘｅ jωｔ） （３－２１）
‥
‥
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フローX（ ｔ ）　は、（３－１２）式から、［ca］１［man］０［dy］－２であるので、比例定数ｍの次元は基本単位であ
る［人man］と等しいことがわかる。
　剰余金Fｃは、自己金融的貸付金の性格があり、投融資は営業外収益の領域であるので、剰余金Fｃ
は、比例定数ｃと営業外収益のフローX（ ｔ ）　の積で記述される。
　剰余金 F ｃは、 資産や資本と同様に力の次元［ca］１［man］１［dy］－２ であり、営業外収益のフロー
X（ ｔ ）　は［ca］１［man］０［dy］－１であるので、比例定数ｃの次元式は下式となる。
　負債Fｄは、主に売上高総利益の領域で発生するので、比例定数ｄと売上高総利益のフロー∫ X（ ｔ ）ｄｔ
の積で記述可能である。
　負債 Fｄも力の次元であるから ［ca］１［man］１［dy］－２であり、売上高総利益のフロー∫ X（ ｔ ）ｄｔ は
［ca］１［man］０［dy］１であるから、比例定数ｄの次元式は下式となる。
3.2.3　共振モデルの単位
　ここでは、組織の入出力倍率と、利益拠出率の次元整合性を確認する。
　組織の入出力のうち、出力としては、最終的な生産物である“財やサービス”の計量値として「売上
高」を対応させた。一方、入力としては、基本運動のフローのうち回収が対応すると考え、計量値とし
て「営業利益」を選択し、入出力倍率（magnification factor）を次式によって定義した。
　売上高のフロー∫（∫Ｘｅ jωｔ ｄｔ）ｄｔ の次元式は ［ca］１［man］０［dy］２であり、営業利益のフロー
Ｘｅ jωｔ は ［ca］１［man］０［dy］０であるので、入出力倍率の次元式は下式となる。
　利益拠出率は、流入するフローと流出するフローに比で表されるが、流入するフローを、資金運用
のフローと考え営業外損益で表すこととし、流出するフローを、法人税、役員報酬、株主配当などを
含む当期利益を用いることで、流入流出の程度を表す利益拠出率ζを次式のように定義した。
［ca］０ ［man］１ ［dy］０ （３－２２）
剰余金 F ｃ　＝　ｃX（ ｔ ）　＝　ｃ jωＸｅ jωｔ （３－２３）
［ca］０ ［man］１ ［dy］－１ （３－２４）
負債Fｄ　＝　ｄ∫X（ ｔ ） ｄｔ  　＝　ｄ（1／ jω）Ｘｅ jωｔ （３－２５）
［ca］０ ［man］１ ［dy］－３ （３－２６）
入出力倍率　＝　出力Ｘ　／　入力XIN
　　　　　　　　　　　 ＝　売上高　／　営業利益 （３－２７）
［ca］０［man］０［dy］２ （３－２８）
‥
・
・
・
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　分子の営業外損益および当期利益は、ｄ／ｄｔ（Ｘｅ jωｔ）＝ωＸｅ j （ωｔ＋π／２ ）で記述され、次元は、［ca］１
［man］０［dy］－１となり、資産 Fｋは ［ca］１［man］１［dy］－２であり、組織速度ωは［ca］０［man］０［dy］－１
であるから、利益拠出率ζは次式のような関係となる。
利益拠出率ζの次元は、ｘ１＝０、ｘ２＝－１、ｘ３＝２となり、下式となる。
　これより、利益拠出率ζは、将来便益に相当する比例定数ｋ（［ca］0［man］１［dy］－２）の逆数であるこ
とがわかる。したがって、利益拠出率ζが大きいほど、利益拠出が大きい反面、投資回収が小さくなる。
3.3　単位についてのまとめ
　本章では、フローモデル、ストックモデル、共振モデルの次元整合性を確認するため、基本単位を
［金ca］、［人man］、［時間dy］と置いた上で、表３－２に示すように、各変数を基本単位の組合せに分解
し、それぞれの次元を確認してきた。
 これらの議論によって、各モデルの次元整合性を確認するとともに、力学の単位系に対して類似性を
有することが確認できた。
［ca］０ ［man］－１ ［dy］２ （３－３１）
利益拠出率ζ　＝ （３－２９）
－営業外損益＋当期利益
総資産×組織速度
［ca］x１ ［man］x２ ［dy］x３　　＝ （３－３０）
［ca］１［man］0 ［dy］－１
［ca］１［man］１［dy］－２・［dy］－１
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Ⅳ　比率分析との比較
　本研究では、経営システムの記述として、フローモデル、ストックモデル、共振モデルを導入しな
がら、組織活動のメカニズムに関する理論化を進めてきたが、現時点の解析結果を実際の経営に役立
てるには、更に踏みこんだ議論が必要と思われる。
　そこで、本章と次章では、従来広く使われている比率分析、および、プロダクト・ポートフォリオ・
マネジメント（ＰＰＭ）と本モデルを比較することで、実用性に関する  議論の糸口を探っていくこ
ととする。
4.1　比率分析
　比率分析は、経営状態を把握する上で簡便で有効なツールである。また、各指標は、その目的によっ
て、５つのグループに区分される。 すなわち、（i）総合力、（ii）収益性、（iii）効率性、（iv）安全性、
（v）成長性である。その中で、最も基本となる指標が、（i） 総合力の指標であり、これを他の４つの指
標が支えていると考えられる［９］。
量 量の記号 単位の 関係式           基本単位
記号          による表現
金 x ca 基本単位 ［ca］１［man］０［dy］０
人 ｍ man 基本単位 ［ca］０［man］１［dy］０
時間 ｔ dy 基本単位 ［ca］０［man］０［dy］１
組織速度 ω － ω＝√（ｋ／ｍ） ［ca］０［man］０［dy］－１
特別利益 X（ ｔ ） ω２Ｘｅ j（ωｔ＋π） ［ca］１［man］０［dy］－２
 　変位 営業外利益 X（ ｔ ） ωＸｅ j（ωｔ＋π /２） ［ca］１［man］０［dy］－１
   フロー 営業利益 X（ ｔ ） － Ｘｅ jωｔ ［ca］１［man］０［dy］０
売上高総利益 ∫X（ ｔ ）ｄｔ （１／ω）Ｘｅ j（ωｔ－π／２） ［ca］１［man］０［dy］１
売上高 ∫（∫X（ ｔ ）ｄｔ）ｄｔ （１／ω２）Ｘｅ j（ωｔ－π） ［ca］１［man］０［dy］２
　    力
資本力 Fm Fm＝ ｍ X（ ｔ ）
 ストック
剰余金力 Fc
－
Fc＝ｃ X（ ｔ ）
［ca］１［man］１［dy］－２
資産力 Fk Fk＝ｋ X（ ｔ ）
負債力  Fｄ Fｄ＝ｄ∫X（ ｔ ）ｄｔ
利益拠出 ｃ － ｃ＝ F／X（ ｔ ） ［ca］０［man］１［dy］－１
将来便益 ｋ － ｋ＝ F／X（ ｔ ） ［ca］０［man］１［dy］－２
負債係数 ｄ － ｄ＝ F／∫X（ ｔ ）ｄｔ ［ca］０［man］１［dy］－３
利益拠出率 ζ － － ［ca］０［man］－１［dy］２
..
..
.
.
.
表3-2　経営モデルの単位系
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　（i） 総合力は、会社全体として利益をあげる能力、すなわち、総合的な収益性を示す。代表的指標で
ある（１）ＲＯＡ（＝Return On Assets；総資産利益率＝経常利益／総資産）は、どれだけの資産を使っ
て、どれだけの利益を上げたかを示す指標である。 （２）ＲＯＥ（＝Return On Equity；自己資本利益
率＝当期利益／自己資本）は、株主からの出資分と過去の利益の累積である資本が、どれだけの利益
を生み出したかを示す。
　（ii）収益性は、売上高に対してどの程度の利益を獲得できたかを示す指標であり、算出の際に用い
る利益の種類によって複数の指標が用いられる。その中で代表的な指標である（３）売上高営業利益率
は、営業利益を売上高で除した指標であり、同業他社と比較することで販売活動や管理活動の効率性
が評価できる。 （４）売上高当期利益率は、当期利益を売上高で除したもので、固定資産の売却益など
も含む、会社におけるすべての組織活動の結果として得られる利益率である。
　（iii）効率性は、無駄な資金や資産を使用しないで活動が行われているかを示す指標であり、売上高
や売上原価に対してどの程度の資産や負債があるかを示す回転率を用いることが多い。（５）総資産回
転率は、売上高を総資産で除したもので、どの程度効率的に資産を使って、売上高を達成したかを示
す。（６）在庫回転率は、売上原価を棚卸資産で除したもので、どの程度まで効率的に在庫を減少させて
いるかを示す。ジャストインタイム生産方式などで在庫削減を実施している場合この指標が高くなる。
　（iv）安全性は、将来時点において支払が予定されていない余裕資金の水準を示す。成長段階では大
きな資金調達が行われるため安全性は低くなる。安全性の指標が低すぎると倒産リスクが増大するが、
高いほど良好であるわけではなく、適度な水準が望まれる。（７）自己資本比率は、総資産を自己資本
で除した指標であり、この指標が高いと、返却する必要のない資金が多く、安全であることを意味す
る。しかし、高すぎる場合は、資金調達が少なく成長のための投資が少ないことを示す。
（８）流動比率は、流動資産を流動負債で除したもので、短期的な支払能力がどの程度あるかを示す。
（９）固定比率は、固定資産を自己資本で除したもので、自己資本によって、資金調達がどの程度まか
なわれているかを示す。
　（v）成長性は、組織規模がどの程度拡大しているかを指す。成長は利益拠出を可能とするだけでな
く、積極的な戦略によって組織が活性化することから、他の指標への影響も大きく重要な指標である。
（１０）売上高成長率は、売上高の増分を売上高で除したもので、成長性の基礎となる比率であるが、業
界全体の成長率との比較が必要である。また、急激な成長は安全性や効率性の悪化を伴う場合もある
ため、バランスのとれた成長が望まれる。
4.2　複素数表示による各指標の再記述
　ここでは、比率分析と本モデルの比較として、複素数表示のフローモデル、ストックモデルの各変
数である（２－２）～（２－１０）式 を用いて、比率分析の各指標の再定義を試みる。
　複素数表示のフローベクトル・ストックベクトルは、周期運動の正負が位相に置き換えられ、非負
として扱える利点がある反面、虚数が含まれるためデータ分析での取り扱いが難しくなる。このため、
新たに、利得（＝gain）に相当する「振幅比率」を導入し、実数部と虚数部からなる「距離」として
表すこととする。この振幅比率の導入によって、データ分析における虚数の取り扱いを解消するとと
もに、従来用いていた数多くの指標を、統一的に議論することが可能となる。
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　図４－１は、実数部と虚数部によって構成される複素数表示の比率と、複素平面上の距離である振幅
比率の関係を示したものである ［10］。
　（i） 総合力の指標である（１）ＲＯＡは、経常利益／総資産で定義される。経常利益は営業利益X（ ｔ ）と
営業外利益ｄ／ｄｔ（X（ ｔ ））の和であり、総資産を資産力 Fｋ＝ｋX（ ｔ ）であるから、ＲＯＡ、および、
その振幅比率は次式で表される。ＲＯＡの振幅比率は、比例定数ｋの逆数になり、（３－３１）式で議論
したように、利益拠出率ζと同様の性質を有する。
　ここで、ω２＜＜１の場合、（４－３）式は下式のように書き換えが可能である。
　もうひとつの総合力指標である（２） ＲＯＥは、当期利益／自己資本で定義される。本モデルでは、流
入や流出するフローを想定するので、当期利益は流出するフローであり、営業外利益の領域のフロー
ｄ／ｄｔ（X（ ｔ ））とし、自己資本はFｍ＝ｍ・ｄ２／ｄｔ２（X（ ｔ ））であるので、ＲＯＥと振幅比率は次式で
振幅比率（利得）g ≡（ ｇｒ ２  ＋ ｇ j ２） （４－１）
図4-1　振幅比率
１
ｋ
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振幅比率 g
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 r , g j)
ＲＯＡ ＝　　　　　　＝　　　　  　　　　＝　
　　    　　　＝ （４－２）
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ｋ X（ ｔ ）
振幅比率ＲＯＡ  ＝ 　　　　　　　　＝ （４－３）
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 ｄｔ
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表される。ＲＯＥの振幅比率には、将来便益率ｋの逆数を含んでいるので、ＲＯＡと同様に利益拠出
率ζの性質を持つとともに、分母に資本の比例定数ｍがあることから、資本を圧縮するほど値が向上
することがわかる。
　ＲＯＡとＲＯＥは、フローX（ ｔ ）とストック領域の比例定数ｋ、ｍを含むことから、フロー領域と
ストック領域にまたがっており、現時点の実績値と将来便益性を組み合わせた　総合的な指標である
ことがわかる。
　（ii） 収益性の指標はフロー領域のものであり、組織活動の中で価値連鎖の状態を示すものである。こ
こでは、２つの指標を議論する。
　（３）売上高営業利益率は、営業利益を売上高で除した指標であり、下式で表される。営業利益と売
上高は位相差があるものの、（  jω）２に集約されることから、売上高が大きいと営業利益が良好にな
り、組織速度ω（＝投資回収速度）が速いほど有利になる。
　（４）売上高当期利益率は、当期利益を売上高で除したものである。当期利益は組織外へ流出するフ
ローであり、営業外利益の領域のフローｄ／ｄｔ（X（ ｔ ））として扱い、下式で表される。位相差が（ jω）３
と大きく、質の異なる組織活動の比率を表している。
ＲＯＥ ＝　　　　　　＝　　　　　　 ＝　　　　　　　　＝
　　　 ＝ （４－５）
当期利益
自己資本
X（ ｔ ）
ｍ  　  X（ ｔ ）
jωX（ ｔ ）
ｍ（ jω）２ X（ ｔ ）
X（ ｔ ）
ｍ  j ωX（ ｔ ）
１
ｍ  jω
振幅比率ＲＯＥ  ＝　 　　　　　　　　＝　　　　＝　 　　　（４－６）
１
ｍ ｋ
１
ｍ
１
0２＋ω２
１
２ １
ｍ ω
１
２
売上高営業利益率 ＝　　　　　　＝　　　　　　　　　＝　　　　　　　　＝
                                 ＝（jω）２ （４－７）
振幅比率売上高営業利益率  ＝ （ ０2＋（ω２）２ ）　　＝　ω２ （４－８）
営業利益
売上高
X（ ｔ ）
∫（∫X（ ｔ ）ｄｔ）ｄｔ
X（ ｔ ）
（　  ）２ X（ ｔ ）１jω
（ jω）２ X（ ｔ ）
X（ ｔ ）
１
２
売上高当期利益率 ＝　　　　　　＝　　　　　　　　　＝　　　　　　　　＝
                                 ＝（jω）３ （４－９）
当期利益
売上高
jωX（ ｔ ）
（　  ）２X（ ｔ ）
jω
（　  ）２
       X（ ｔ ）
∫（∫X（ ｔ ）ｄｔ）ｄｔ １jω
１
jω
  ｄ
 ｄｔ
 ｄ2
ｄｔ2
  ｄ
 ｄｔ
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　（iii）効率性の各指標について議論を進める。（５）総資産回転率は、売上高を総資産で除したもので
あり、（４－１１）式で表される。ω２の項が分母にあるので、組織内部への投資を抑えアウトソーシング
の活用が必要がある。また、比例定数ｋの逆数（＝利益拠出率ζ）があることから、高い収益性の資
産保有が望ましいことがわかる。総資産回転率はストック領域とフロー領域にまたがっており、総合
指標としての性格も兼ね備えている。
　（６）在庫回転率は、売上原価を棚卸資産で除したものである。分子にあたる売上原価は売上高∫（∫
X（ ｔ ）ｄｔ）ｄｔ から売上総利益∫X（ ｔ ）ｄｔ を減じた差分である。一方、分母にあたる棚卸資産は流動資産
の一部を表しているが、本モデルでは詳細の費目の議論が進められていないため、比率分析との比較
を行わないこととする。
　（iv）安全性の各指標について議論を進める。（７）自己資本比率は、資本を負債と資本の和で除した
ものであり、下式で表される。
　（８）流動比率は、流動資産、流動負債、当座資産、支払利息といった詳細の費目に対する議論がま
だ進められていないため、今後の課題とする。
振幅比率自己資本比率  ＝ （４－１４）
振幅比率売上高当期利益率  ＝ （ ０2＋（ω３）２ ）　　＝　ω３ （４－１０）
１
２
総資産回転率 ＝　　　　　　＝　　　　　　　　　＝　　　　　　　　
　　　　　　 ＝ （４－１１）
売上高
総資産
（　  ）２ X（ ｔ ）
ｋ X（ ｔ ）
  ∫ （∫X（ ｔ ）ｄｔ）ｄｔ
ｋ X（ ｔ ）
１
ｋ（ j ω）２
振幅比率売上高総利益率  ＝ （ ０2＋（　　　）２ ）　　＝ （４－１２）
１
ｋω２
１
ｋω２
１
２
１
jω
自己資本比率 ＝　　　　　　　＝　　　　　　　　　　　　　　＝
＝ （４－１３）
資本
負債＋資本
ｍ（ jω）２ X（ ｔ ）
（ｄ　　＋ｍ（ jω）２） X（ ｔ ）
ｍ   　 X（ ｔ ）
ｄ∫X（ ｔ ）ｄｔ ＋ｍ     　X（ ｔ ） １jω
ｍ
ｄ　　　＋ｍ     １
  （ j ω）３
 ｄ2
 ｄｔ2
ｍ２
（ｄ ／ω3）２＋ｍ２
１
２
 ｄ2
ｄｔ2
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　（９）固定比率は、固定資産を自己資本で除したものであり、下式で表すことができる。
　（v）成長性の指標である（１０）売上高成長率は、売上高増加分を売上高で除したものであり、下式
で表すことができる。
4.3　複素数表示のまとめ
　以上の議論では、複素数表示のフローモデル、ストックモデルの各変数を用いて、比率分析の各指
標を再定義する試みを行ってきた。以下、その結果をまとめる。
（i）総合力の指標に関しては、フローモデルとストックモデルの変数を用いることで、再定義が可能
であった。また、指標値を向上させる方策についても推論が可能である。
（ii）収益性の指標に関しては、フローモデルの変数を用いることで、再定義が可能であった。価値連
鎖の中におけるフローの位相の隔たり等が記述され、指標値を向上させる方策についても推論が
可能である。
（iii）効率性の指標に関しては、総資産回転率は記述できたが、在庫回転率については、フローモデル
とストックモデルで扱う変数よりも詳細の費目を必要とするため、再定義が出来なかった。詳細
の費目を扱うモデル化は今後の課題である。
（iv）安全性の指標に関しては、ストックモデルで扱う各変数で再定義は可能であるが、ストックモデ
ルの中で、各比例定数ｋ、ｍ、ｃ、ｄの関係性、すなわち、所有や支配まで言及していないため、
指標値を向上させる方策の推論が出来なかった。
（v）成長性の指標に関しては、フローモデルとストックモデルの変数を用いることで、本記述法によ
る再定義が可能であった。
4.4 　フロー、ストックの実数表示
　いままでの議論では、組織活動の定式化に際し、振動論で用いられている複素数表示を採用してき
た。しかし、データ分析において虚数が表れるため、複素数ベクトルの長さを導入するなど、幾つか
の配慮を行う必要があった。このことから、ここでは、実数表示によって、フローモデルとストック
モデルの各変数が記述可能であるかという視点から検討を加えていく。
固定比率 ＝　　　　　　＝　　　　　　　　＝　　　　　　　　　＝ （４－１５）
ｋX（ ｔ ）
ｍ  　  X（ ｔ ）
固定資産
自己資本
ｋX（ ｔ ）
ｍ（ jω）２ X（ ｔ ）
ｋ
ｍ（ j ω）２
振幅比率固定比率  ＝ （４－１６）
ｋ
ｍ ω２
売上高成長率 ＝　　　　　　　＝　　　　　　　　　　　＝　λ （４－１７）
売上高増加額
売上高
⊿（　　）２ X（ ｔ ）
（　　）２ X（ ｔ ）
 ｄ2
ｄｔ2
１
jω
１
jω
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　実数表示では、投資回収のフローである営業利益Ｘｅjωｔを、正弦波（＝sinカーブ）で単純化する。
投資が先行するため負号を付して、下式で表す。
　財務活動である営業外収益のフローは、投資回収のフローより進み位相となるため、基本運動の１
階微分として下式で表す。
　資源管理に対応する特別利益のフローは、財務活動よりさらに進み位相となるため、基本運動の２
階微分として下式で表す。
　一方、生産活動である売上高総利益のフローは、投資から遅れて派生するため、基本運動である（４－
１８）式の積分形として表す。ここでは、積分定数をゼロとして扱う。
　販売活動である売上高のフローは、売上高総利益のフローよりもさらに遅れ位相となり、（４－２１）
式の積分形として表す。ここでも、積分定数をゼロとして扱う。
　図４－２は、実数表示のフローファミリーを示したものである。
売上高のフロー　∫（∫（－ Ｘ sinωｔ）ｄｔ ）ｄｔ  ＝∫（－  　Ｘ cosωｔ）ｄｔ  ＝    　　Ｘ sinωｔ
　 （販売活動）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   
＝ －          Ｘ sin（ωｔ－π） （４－２２）
１
ω
１
ω２
営業利益のフロー （基本運動）　　－ Ｘsinωｔ （４－１８）
　 （研究開発）
営業外利益のフロー　　　（－Ｘ sin ωｔ）＝ －ωＸ cos ωｔ ＝ －ωＸ sin（ωｔ＋π／２）
　 （財務活動） （４－１９）
特別利益のフロー　　　（－Ｘ sinωｔ）＝ ω２ Ｘ sinωｔ ＝ －ω２ Ｘ sin（ωｔ＋π）
　 （資源管理） （４－２０）
売上高総利益のフロー　∫（－Ｘ sinωｔ）ｄｔ ＝－  　Ｘ cosωｔ ＝－　   Ｘ sin（ωｔ－π／２）
　 （生産活動） （４－２１）
図4-2　実数表示のフローファミリー
－ω２ Ｘ sin（ωｔ＋π）
－ωＸ sin（ωｔ＋π／２）
－Ｘ sinωｔ
フ
ロ
ー
量
基本運動（投資と回収）
時間
－　  Ｘ sin（ωｔ－π）1ω 2
 ｄ2
ｄｔ2
  ｄ
 ｄｔ
－ 　Ｘ sin（ωｔ－π／２）
1
ω
１
ω
１
ω
１
ω２
－ 56－
力学を用いた経営組織モデルの実用性に関する考察
　このように、実数表示でも、フローファミリーの記述が可能であることがわかる。ただし、複素平
面を用いないため、回転ベクトル表示が出来ないといった点がある。
　次に、ストックファミリーの実数表示を議論する。前述の複素数表示においてストックは、フロー
に比例定数を乗じたものとして定式化が可能であったため、実数表示についても、同様に、実数表示
のフローに比例定数を乗じたものとして定式化する。
　資産は、投資によって生じる将来便益と考えられるため、投資回収のフロー ; －Ｘ sinωｔ に、将来
便益率に相当する比例定数ｋを乗じることで、次式で表す。
　資本は、配当金の拠出等から将来費用と考えられ、資産の将来便益に対し反対の性質となるので、
位相が１８０°進んだ資産管理のフロー ; －ω２ Ｘ sin（ωｔ＋π）を用い、次式で表す。
　剰余金は、法定準備金や積立金であり自己金融的貸付金の性格があることから、財務活動のフロー
； －ωＸ sin（ωｔ＋π／ 2）を用い、次式で表す。
　負債は、剰余金に対し反対の性質であるから、位相が１８０°遅れた関係である。生産活動のフロー;
－（１／ω）Ｘ sin（ωｔ －π／２）を用い、次式で表す。
　以上のように、実数表示によっても、ストックファミリーの記述が可能であることがわかる。一方、
実数表示では、虚軸を用いないため振幅方向が１軸となり、変位ベクトル、速度ベクトル、加速度ベ
クトルが同軸上にあるため、位相をベクトルの方向として表す「力の多角形」の議論につながらない
という問題が出てくる。表４－１は、実数表示のフローとストックを整理したものである。
資産Ｆｋ　＝　ｋ  X（ ｔ ）　＝　ｋ（－Ｘ sinωｔ） （４－２３）
資本Ｆｍ　＝　ｍ          X（ ｔ ）　＝　ｍ（－ω２ Ｘ sin（ωｔ＋π）） （４－２４）
剰余金Ｆｃ　＝　ｃ       X（ ｔ ）　＝　ｃ（－ωＸ sin（ωｔ＋π／２）） （４－２５）
負債Fｄ　＝　ｄ∫X（ ｔ ）ｄｔ  ＝　ｄ（－  　 Ｘ sin（ωｔ－π／２）） （４－２６）
フローベクトル ストックベクトル
特別利益
のフロー
　　　X（ｔ ） ＝ －ω２ Ｘ sin（ωｔ＋π） 資本力 Fｍ＝ ｍ（－ω２ Ｘ sin（ωｔ＋π））
営業外収益
のフロー
　　X（ｔ ）＝ －ωＸ sin（ωｔ＋π／２） 剰余金力 Fｃ＝ｃ（－ωＸ sin（ωｔ＋π／２））
営業利益 資産力
のフロー
 X（ｔ ）＝ －Ｘ sinωｔ
（将来便益）
Fｋ＝ ｋ（－Ｘ sinωｔ）
売上総利益
のフロー
∫X（ｔ）ｄｔ ＝ －　  Ｘ sin（ωｔ－π／２） 負債力 Fｄ＝ｄ（－       Ｘ sin（ωｔ－π／２））
売上高
のフロー
∫（∫X（ｔ）ｄｔ）ｄｔ＝ －　　Ｘ sin（ωｔ－π）
表4-1　フローファミリーとストックファミリー（実数表示）
 １
ω２
１
ω
１
ω
 ｄ2
ｄｔ2
 ｄ2
ｄｔ2
 ｄ
 ｄｔ
  ｄ
 ｄｔ
１
ω
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4.5  実数表示による各指標の再記述
　ここでは、表４－１に示す実数表示のフローとストックを用いて、比率分析の各指標の再記述を試み
る。実数表示を用いた比率分析では、図４－３のように、同位相 あるいは１８０°ずれた状態では、比率
は一定であるが、図４－４のように、９０°あるいは２７０°位相がずれた状態では、周期運動と位相の進
み遅れの重ね合わせによって、比率は正負にまたがって変化する。 他方、実際の財務データにおいて
も、赤字の場合、比率が負値になることから、負値を許容した議論を進める。
　（i）総合力の指標である（１）ＲＯＡの実数表示は、次式で表される。ＲＯＡは、実数表示でも比例
定数ｋの逆数（＝利益拠出率ζ）の性質を有することがわかる。
　（２）ＲＯＥの実数表示は、（４－２８）式で表され、振幅の項に、比例定数ｋの逆数が含まれているこ
とで、利益拠出率ζの性格を持つとともに、分母に資本の比例定数ｍがあるため、資本を圧縮するほ
ど値が向上する指標であり、複素数表示と同様の傾向を示す。
　一方、位相が９０°ずれたフローが含まれることで、比率は正負にまたがって変化し、時間ｔを含む
関数として記述される。前述の複素数表示においては、正負を位相として取り込み、比率を複素平面
上での距離とすることで、時間ｔを陰関数（implicit function）としており、実数表示と複素数表示の
大きな差異と考えられる。
ＲＯＡ ＝　　　　　　＝　　　　　　　　＝　
　　　 ＝　　　・　　　　　　　　　　＝　　　・（ １＋ ω cotωｔ ） （４－２７）
経常利益
総資産
X（ ｔ ）＋　 X（ ｔ ）
ｋ X（ ｔ ）
－Ｘ sinωｔ－ωＸ sin（ωｔ＋π／２）
－ｋ Ｘ sinωｔ
sinωｔ＋ω cosωｔ
sinωｔ
図4-3　位相ずれ180 時゜の比率 図4-4　位相ずれ90 時゜の比率
ＲＯＥ ＝　　　　　 ＝     　　　　　　  ＝　　　　　　　  　　 　
   　　　　　 ＝　      　　　　　　＝　　　　 ・ cotωｔ
　　　 ＝　－         cotωｔ （４－２８）
－ωＸ cosωｔ
ｍ ω 2   Ｘ sinωｔ
１
ｍ ω
  ｄ
 ｄｔ
１
ｋ
１
ｋ
当期利益
自己資本
X（ ｔ ）
ｍ        X（ ｔ ）
－ωＸ sin（ωｔ＋π／２）
－ｍ ω 2  Ｘ sin（ωｔ＋π）
  ｄ
 ｄｔ
１
２１
ｍ ｋ
 ｄ2
ｄｔ2
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　（ii）収益性の指標である（３） 売上高営業利益率の実数表示は、下式で表される。営業利益と売上高
は、図４－３に示すように、位相差が１８０°ずれた関係であり、収益と費用が反転となるが、比率は一
定の値をとる。
　（４）売上高当期利益率の実数表示は下式で表される。位相の異なるフローの比率であり、時間ｔを
含む関数となる。位相差に相当するω３を含み、隔たりが大きい組織活動の比率を表している。
　（iii）効率性の各指標である（５） 総資産回転率の実数表示は下式で表される。売上高と総資産は、位
相が反転した関係であるため、時間ｔは陰関数となる。
　（６）在庫回転率については、本モデルでは詳細の費目の定式化が着手されていないため、今後の課
題とする。
　（iv）安全性の各指標である（７）自己資本比率の実数表示は下式で表される。
　　　　　  　　       　　　　　　
売上高当期利益率 ＝　　　　　　＝　　　　　　　　　＝　　　　　　　　
　　　　　　　　 ＝ ω３・　　　　　＝　－ω３ cotωｔ （４－３０）
売上高営業利益率 ＝　　　　　　＝　　　　　　　　　＝　　　　　　　　
　　　　　　　　 ＝ ω２・　　　　　 ＝　－ ω２ （４－２９）
営業利益
売上高
－Ｘ sinωｔ
－　　Ｘ sin（ωｔ－π）
   X（ ｔ ）
∫（∫X（ ｔ ）ｄｔ）ｄｔ
－sinωｔ
sinωｔ
当期利益
売上高
ωＸ sin（ωｔ＋π／２）
－　　Ｘ sin（ωｔ－π）
        X（ ｔ ）
∫（∫X（ ｔ ）ｄｔ）ｄｔ
－cotωｔ
sinωｔ
総資産回転率 ＝　　　　　　＝　　　　　　　　　＝　　　　　　　　
　　　　　　　　 ＝       　　 ・　　　　　   ＝  － （４－３１）
売上高
総資産
－　　Ｘ sin（ωｔ－π）
－ｋ Ｘ sinωｔ
∫（∫X（ ｔ ）ｄｔ）ｄｔ
ｋ  X（ ｔ ）
sinωｔ
－ sinωｔ
１
ｋ ω２
１
ｋ ω２
自己資本比率 ＝　　　　　　＝
　　　　　　　  ＝　　　　　　　　
　　　　　　 ＝ （４－３２）
ｍ ω３ sinωｔ
ｄ  cosωｔ ＋ ｍ ω３ sinωｔ
 ｍ         X（ ｔ ）
ｄ ∫X（ ｔ ）ｄｔ ＋ ｍ 　    X（ ｔ ）
－ｍ ω２Ｘ sin（ωｔ＋π）
－ｄ 　  Ｘ sin（ωｔ－π／２）－ ｍ ω２Ｘ sin（ωｔ＋π）
資本
負債＋資本
 ｄ2
ｄｔ2
  ｄ
 ｄｔ
 ｄ2
ｄｔ2
１
ω
１
ω２
１
ω２
１
ω２
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　ここで、ω３＜＜１の場合、（４－３２）式は下式のように書き換えることが可能である。
　
　（８）流動比率は、本モデルでは、流動資産、流動負債といった詳細の費目に対する議論が進められ
ていないため、複素数表示と同様に今後の課題とする。
　（９）固定比率の実数表示は下式で表すことができる。
　（v）成長性の各指標である（17） 売上高成長率の実数表示は、複素数表示は同じになる。
4.6　実数表示のまとめ
　４.４、および、４.５では、実数表示によって、フロー、ストック、比率分析が記述可能であるかと
いう視点から検討を行ってきた。以下、これらの議論を整理する。
　フローモデルについては、価値連鎖を構成するフローファミリーの実数表示が可能であることが確
認できた。ただし、複素平面を用いないため、回転ベクトル表示が出来ないといった点があった。
　ストックモデルについても、各々のストックファミリーを実数表示することは可能であるが、虚軸
を用いないため、運動が振幅方向の１軸となり、変位ベクトル、速度ベクトル、加速度ベクトルなど
が同軸上になるため、位相をベクトルの方向として表す「力の多角形」の議論につながらないという
問題がある。
　比率分析の実数表示では、位相が、同位相 あるいは１８０°ずれた状態では、比率は一定であるが、
位相が９０°あるいは２７０°ずれた状態では、比率は正負にまたがって変化し、時間ｔを含む関数として
記述される。前述の複素数表示においては、正負を位相として取り込み、比率を複素平面上での距離
とすることで、時間ｔを陰関数（implicit function）としており、実数表示と複素数表示の大きな差異
であると考えられる。
　以上の議論から、実数表示、複素数表示、いずれの表示法を用いても、本研究における組織の周期
運動を記述することは可能であるが、それぞれの表示法には得失があることから、記述対象の特性に
応じて、選択的に使い分ける必要があると考えられる。
売上高成長率 ＝　　　　　　　　＝　　　　　　　　　＝　λ （４－３５）
固定比率 ＝　　　　　　＝　　　　　　　　＝
　　　　　　　  ＝　　　　　　　　　　＝ （４－３４）
ｋ  X（ ｔ ）
ｍ 　     X（ ｔ ）
固定資産
自己資本
－ｋ Ｘ sinωｔ
－ｍ ω２Ｘ sin（ωｔ＋π）
－ｋ Ｘ sinωｔ
ｍ ω２Ｘ sinωｔ
ｋ
ｍ ω２
自己資本比率 ＝　　　　　　　　＝　　　　　 tanωｔ （４－３３）
ｍ ω３ sinωｔ
ｄcosωｔ
ｍ ω３
ｄ
⊿　　X（ ｔ ）
  X（ ｔ ）
売上高増加額
売上高
 ｄ2
ｄｔ2
１
ω２
１
ω２
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Ⅴ　ＰＰＭとの比較
　ここでは、ボストン・コンサルティング・グループが開発したプロダクト・ポートフォリオ・マネ
ジメント（ＰＰＭ）における各セグメントと、共振モデルの特性線図上でのポジションを対比させる
ことで、共振モデルの実用性を考察する。
5.1  ＰＰＭ
　ＰＰＭは、１９６０年代に、多角化複合企業の戦略策定手法として開発されたもので、現在に至るま
で広く普及している。考え方としては、市場成長率と市場占有率の２つの軸で各事業を位置付け、会
社全体のキャッシュフローのバランスという観点から、資源配分の最適化を指向したものである［11］。
　図５－１は、４つのセグメントからなるＰＰＭの枠組みを示したものである。
　「金のなる木・Cash Cow」は、市場占有率が高いが、市場成長性が低いセグメントである。このセ
グメントの事業には、全社の資金源としての役割が期待される。すなわち、投資を市場占有率維持に
必要な最小限に留め、収益を獲得する役割が与えられる。
　「花形・Star」は、市場占有率が高く、かつ、市場成長性の高いセグメントである。このセグメント
の事業には、市場占有率の維持、および、成長のための投資を行い、将来の「金のなる木」に移行さ
せるための施策が必要である。
　
　　図5-1 プロダクト・ポートフォリオ・マネジメント
　「問題児・Problem Child」は、市場成長率は高いが、市場占有率が低いセグメントであり、市場占有
率を拡大するための集中投資を行うか、撤退するかの選択が求められる。したがって、この領域の事
業数を減少させ、一部の事業に集中投資を行う必要がある。
　「負け犬・Dog」は、市場成長率が低く、市場占有率も低いセグメントである。このセグメントにあ
る事業については、利益拠出の可能性が低く撤退すべきとされる。
　このようにＰＰＭは、市場占有率と市場成長率によって事業のポジショニングを記述できるという
優れた面を持つが、以下のような問題点も指摘されている［12］。
（１） 過度な単純化；　市場占有率と市場成長率による記述では単純化が過ぎ、事業の魅力度を表す
花形
Star
金のなる木
Cash Cow
問題児
Problem Child
負け犬
Dog
高　　　　　　　　　　　　低
市 場 占 有 率
市
場
成
長
率
高
　
　
　
　
　
　
低
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のに不十分である。市場占有率のみを指標とすると、差別化戦略を記述できず、成長率の低下
は成熟を示すが、実際には再成長する場合もあり得る。
（２） 新規事業の記述性；　全社的資源配分としては、「金のなる木」から「問題児」へ資金投入、あ
るいは、「金のなる木」から「研究開発」に資金投入することで「花形」事業を創設することが
望ましいが、ＰＰＭには「研究開発」のセグメントが無い。
5.2　共振モデルによる再記述
　ここでは、上述のＰＰＭの各セグメントと、共振モデルの特性線図上でのポジションを対比しなが
ら、共振モデルにおける実用性を考察する。
　共振モデルでは、市場と組織の状態を２つの変数、すなわち、組織速度と市場速度の速度比ω／ωo
と、利益拠出率ζによって記述する。
　速度比ω／ωoの性質としては、組織速度ωは投資回収の速度であり、組織速度ω２＝（研究開発投
資＋設備投資）／売上高によって定義され、また、市場速度ωoは、業界から市場へ供給される新商品
の導入速度であり、市場への供給を支える業界各社の組織速度の平均値によって定義される。組織速
度ωと市場速度ωoが一致した状態、すなわち、共振状態は、新商品に対する需要と供給が一致して
おり、投資に対して売上高が最大になる状態であり、組織の入出力倍率が大きくなる傾向がある。
　もうひとつの変数である利益拠出率ζは、余剰的資金の流入・流出の程度を表す変数であり、利益
拠出率ζ＝（－営業外収益＋当期利益）／（総資産×組織速度）によって定義される。利益拠出率ζが
高い状態は、プライスとコストの差（利益）が広がった状態であるが、顧客層が限定され売上高が伸
びないことから、入出力倍率が抑えられる傾向になる。
　以下では、ω／ωo とζによって、ＰＰＭの各セグメントの再記述を行っていく。
　「花形・Star」は、市場占有率が高い状態であり、売上高が大きく市場の新商品の需要と一致してい
ると考えられるので、共振状態、すなわち、ω／ωo＝１の近傍であると考えられる。一方、成長性の
高いセグメントであり、市場占有率の維持や事業成長のため追加投資が必要であることから、利益拠
出率ζは中位のレベルである。
　「金のなる木・Cash Cow」は、市場占有率が高い状態であり、「花形」と同様に、共振状態（ω／ωo≒
１）である。また、成長性が低く追加投資を必要としないため、大きな利益拠出が可能であり、利益
拠出率ζは高位のレベルである。
　「問題児・Problem Child」は、市場は成長期にあり、市場の新商品の需要との一致性が認められるの
で、一種の共振状態であるが、占有率が低いため共振を若干外れた状態にある。また、投資に対する
回収は難しいため回収速度ωは遅く（ω／ωoωo≦１）、共振線図上では中央より左側の領域になる。
市場占有率を拡大するためには集中的な投資が必要であるため資金流出が大きく、利益拠出率ζは低
位のレベルになる。
　「負け犬・Dog」は、市場の成長率が低く、自社の占有率も低いセグメントであり、市場の新商品の
需要との一致性が認められない。したがって、共振状態から外れた状態と考えられる。新商品の開発
は業界の平均以下であるので、共振線図上では中央より左側の領域（ω／ωo＜１）になる。また、こ
のセグメントでは、利益拠出の可能性が低いため、利益拠出率ζは低位のレベルである。
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　「研究開発」は、ＰＰＭのセグメントにはないが、業界のフロンティア的セグメントであり、新商品
の発売前、あるいは、トライアル的販売の時期に当たる。市場の需要との一致性はまだ低く、共振状
態から外れた状態である。しかし、大規模に生産する必要が無いため、投資量は少なくて良く、投資
回収速度ωは速い。したがって、共振線図上では中央より右側の領域（ω／ωo＞１）になる。また、
このセグメントの利益拠出の可能性は当面低いため、利益拠出率ζは低位のレベルである。
　
　図５－２は、共振線図上の各状態に、ＰＰＭのセグメントを追記したものであり、それぞれの対応を
示したものである。
　また、事業推移の定式化としては、ＰＰＭでは、「金のなる木」から資金を拠出させ、「研究開発」
へ資金を投入し、「花形」に育て、次世代の「金のなる木」にするといった一連の推移を想定するが、
共振モデルでは、速度比ω／ωo と利益拠出率ζを用いて、以下のように記述可能である。
　すなわち、「研究開発」という業界のフロンティア的セグメントにあって、利益拠出率ζは低いが投
資回収速度が速い（ω／ωo＞１）事業を創設した後、図５－２の矢印（ａ）のように、事業規模拡大の
ために大きな追加投資を行い、このことによって、投資回収速度が減速し共振近傍（ω／ωo≒１）へ
推移させる。それと同時に、大量生産によるコスト低減などにより、利益拠出率ζを上昇させ「花形」
に変換させる。
　次の段階として、矢印（ｂ）のように、追加投資を抑え投資回収速度を維持（ω／ωo≒１）しつつ、
ブランドなどを背景としてプライスを上げることで利益拠出率ζを高め、「金のなる木」へと推移させ
る。このように、共振モデルを用いても、事業推移の記述が可能であることがわかる。
5.3　ＰＰＭと共振モデルのまとめ
　ＰＰＭと共振モデルの比較検討において、市場成長率と市場占有率によって区別される「金のなる
木」「花形」「問題児」「負け犬」の各セグメントを、共振モデルの組織と市場の速度比ω／ωo 、およ
び、利益拠出率ζによって、記述可能であることを確認した。
図5-2　共振モデルとPPMとの比較
（共振）
組織速度ω／市場速度ω0
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率
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　また、「研究開発」から「金のなる木」への事業推移を、共振モデルの上記変数によって、説明でき
ることを確認した。
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